指定訪問介護事業者の指定申請提出書類
	
	提出書類
	様式　等

	
	①　指定居宅サービス事業者等指定申請書
	（様式第１号)

	
	②　訪問介護事業所の指定に係る記載事項
	（付表１）

	
	③　指定申請に係る添付書類一覧
	（付表１別添）

	
	④　勤務体制一覧表
	（共通様式１）

	
	⑤　管理者経歴書
	（共通様式２)

	
	⑥　サービス提供責任者経歴書
	（共通様式２）

	○
	⑦　従業者の雇用契約書または辞令等の写し
	

	○
	⑧　従業者の資格を証明する書類
	資格証明書・
研修修了証の写し

	
	⑨　事務所平面図（面積を表示）
	（共通様式３)

	
	⑩　事務所写真（外観および内部）
	

	
	⑪　組織図
	

	
	⑫　運営規程
	

	
	⑬　利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要
	（共通様式６）

	
	⑭　サービス提供困難時の対応
	作成例１

	
	⑮　誓約書
	（共通様式９）

	
	⑯　事業計画書
	作成例２

	
	⑰　事業年度ごと（２年分）の収支予算書
	

	
	⑱　サービス契約書
	

	
	⑲　重要事項説明書
	

	○
	⑳　登記事項証明書（写しの場合は原本証明必要）
	

	○
	㉑　就業規則
	

	○
	㉒　損害保険加入証
	

	
	㉓　介護給付費算定に係る体制等に関する届出書
	別紙２
別紙１－１・１－２

	
	㉔　老人居宅生活支援事業開始届
	開始届

	○
	㉕　道路運送法の許可の写し、使用車両の写真（前後左右）

（※訪問介護サービスと連続的，一体的に行う要介護者等の輸送サービス、通院等のための乗車または降車の介助等を実施する場合のみ必要）
	

	
	㉖　業務管理体制届出書
	第１２号様式

（変更時は第１３号様式）

	
	㉗　福井県介護サービス情報公表申請書
	（別紙様式６）


※○印の添付書類については、原本証明をしてください。

訪問介護事業所指定にかかる指定要件について（主なもの）

　
	指定要件
	指定基準
	根拠法令

	事業者
	法人であること
	法第７０条

	基本方針
	要介護状態となった場合でも、その利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、入浴、排せつ、食事の介護その他の生活全般にわたる援助を行うものでなければならない。
	基準第４条



	人員に関する基準
	訪問介護員等の数

※介護福祉士

　介護職員基礎研修課程

　訪問介護員１～２級

　介護職員初任者研修課程
	常勤換算方法で２．５人以上
※　事業所の訪問介護員等の１週間の勤務延時間数（訪問介護サービスに従事する勤務延時間）を常勤の勤務すべき時間数で割った値
	基準第５条



	
	サービス提供責任者

※介護福祉士

　介護職員基礎研修課程

　訪問介護員養成研修１級

　２級課程・介護職員初任

者研修課程は３年以上の

　介護実務経験者（Ｈ30年度まで）
	常勤の訪問介護員等であって専ら指定訪問介護の職務に従事するもののうち、事業の規模に応じて１人以上の者をサービス提供責任者として配置。

（利用者数に応じて一部常勤換算によることも可能）

※配置基準：利用者の数が４０人ごとに１人
	

	
	管理者
	指定訪問介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を配置。

※　支障がない場合、同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務との兼務も可能。
	基準第６条

	設備に関する基準
	事務室
	・事業の運営に行うために必要な面積を有する専用の事務室を設けることが望ましい。

・間仕切りをするなど、他の事業の用に供する部分と明確に区分される場合は可。

・利用申込の受付、相談に対応するのに適切なスペースを確保すること。
	基準第７条

	
	備品・設備
	・訪問介護に必要な設備および備品を確保。

・特に、手指を洗浄するための設備等感染症予防に必要な設備等に配慮。

・貸与を受けているものでも可。
	基準第７条

	運営に関する基準


	内容および手続きの説明および同意
	・あらかじめ利用申込者またはその家族に対し、重要事項の説明を行い、同意を得る。
	基準第８条

	
	提供拒否の禁止
	・正当な理由なく訪問介護の提供を拒んではならない。
	基準第９条

	
	サービス提供困難時の

対応
	・困難時には、居宅介護支援事業者への連絡、適当な他の指定訪問介護事業者の紹介等を行う。
	基準第１０条

	
	衛生管理等
	・訪問介護員等の清潔の保持・健康状態について必要な管理を行う。
	基準３１条

	
	秘密保持等
	・正当な理由なく、利用者またはその家族の秘密を漏らしてはならない。
	基準３３条

	
	苦情処理
	・苦情に迅速かつ適切に対応するため、必要な措置を講じなければならない。
	基準３６条

	
	事故等への対応
	・損害賠償保険への加入
	基準３７条


　　※法：介護保険法

　　　基準：指定居宅サービス等の事業の人員、設備および運営に関する基準

　　　
